
独立行政法人、公益法人等の冗費の削減について 

【独立行政法人】 

○ 独立行政法人に対して、今年度予算執行以降の事業運営に関し、主に次の事

項を要請。 

＜支出の無駄削減関係＞ 

・ 無駄削減・業務効率化に関する取組の人事評価への反映など自律的な取組 

 ※ 人事評価制度において、厚生労働省の取組（「コスト意識・ムダ排除」を評

価する仕組み）に準じた仕組みを導入 

・ レクリエーション経費の廃止 

・ 公用車・業務用車の効率化 

・ タクシー使用の適正化 

・ 大臣から「厚生労働省における行政経費の節約に向けた取組」として指示さ

れた事項 

 ＜契約の適正化関係＞ 

・ 平成 21年 11月 17日の閣議決定を踏まえ、監事及び外部有識者によって構成

する「契約監視委員会」を設置し、契約状況をチェックする等、契約の適正化

を行うこと。（詳細については、閣議決定後、別途要請する。併せて、契約を原

則として一般競争入札（最低価格落札方式）によること等を要請。） 

 

○ 平成 21年度終了後に、要請を踏まえた取組状況及び支出削減結果（平成 20年

度決算との比較）の報告を求めた上で、厚生労働省において精査を行い、必要に

応じ是正のための措置を要請。あわせて、大臣に報告の上、公表を検討。 

 

【公益法人】 

○ 定期の立入検査時に、高額な交際費や事務所の賃貸に経費を支出していないか

等のチェックを行い、特に、総支出額に占める管理費の割合が２分の１超となっ

ている法人については、これらを解消するよう指導。 

 

【認可法人・特別民間法人】 

○ 独立行政法人への要請を参考にして、支出の無駄削減に向けた取組を実施する

旨を要請。 
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標記については、大臣から、平成 22 年度予算案編成作業にかかわる指示として、

「所管の独立行政法人、公益法人、認可法人、指定法人等に冗費が生じていないか

厳密に検証すること。」との指示があったところである。 

 ついては、冗費の削減のための取組として、所管の独立行政法人に対し、遺漏な

く、下記のとおり要請していただくようお願いする。また、所管の認可法人及び特

別民間法人に対し、下記の所管の独立行政法人への要請内容を参考に、支出の無駄

削減に向けた取組を実施していただくよう依頼をお願いする。 

 なお、今後、平成 21 年度における要請事項に対する取組の状況やその結果につい

て、報告を求めることを申し添える。 

 

 

記 

 

１．無駄な支出の削減 

  業務経費に生じる不要な支出の削減を図るため、無駄削減・業務効率化に関す

る取組の人事評価への反映など自律的な取組のための体制整備を行うとともに、

レクリエーション経費の廃止、公用車・業務用車の効率化、タクシー使用の適正

化に加え、大臣から「厚生労働省における行政経費の節約に向けた取組」として

示された事項など、不要な支出の削減を行うこと。 

具体的な取組としては、別紙１のとおりであること。 

 

２．契約の適正化による無駄な支出の削減 



  平成２１年１１月１７日の閣議決定（別紙２）を踏まえ、監事及び外部有識者

によって構成する「契約監視委員会」を設置し、独立行政法人の契約の点検、見

直しを行うとともに、原則として一般競争入札（最低価格落札方式）によること、

一者応札・一者応募の改善方策を策定すること等、契約の適正化を行うこと。具

体的な方法等については、別途、要請を行うことを申し添える。 



別紙１ 

 

無駄な支出の削減のための取組 

 

＜無駄削減に向けた職員の意識改革に関する事項＞ 

① 人事評価制度において、無駄を削減し、業務をより効率的に行う取組を職員の

評価に反映されるようにするため、別添１の厚生労働省の人事評価における取組

（「コスト意識・ムダ排除」を評価する仕組み）に準じた仕組み（「業績評価に

係る目標設定の留意事項」の２の部分）を導入すること。また、これを職員に周

知し、職員の意識改革を行うこと。 

② 職員から無駄削減に関する提言を募集し、有効な無駄削減に資する提言につい

ては、職員に周知のうえ、取組として実践すること。 

③ 無駄の削減に取り組む責任者・担当者を定め、関係者が連携・協力できる体制

を構築すること。 

 

＜効率化等に関する事項＞ 

① 公用車及び業務用車の効率化を進めること。 

② 事務用品の一括調達、コピー機等の複数年度のリース契約等公共調達の効率化

に資する取組を一層推進すること。 

③ 割引運賃及びパック商品の利用を徹底し、出張旅費の削減に取り組むこと。 

④ タクシー利用については、使用簿の設置の義務付け、使用時間の制限、同方向

の職員の相乗りの励行、タクシー券利用者の実際の退庁時刻を把握するための打

刻の実施、領収書（レシート）の提出の義務付け、など厳格な管理を行うこと。 

⑥ レクリエーション経費を廃止すること。 

 

＜大臣指示に関する事項＞ 

① 別添２の「厚生労働省における行政経費の節約に向けた取組」を徹底すること。 
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